ユネスコ教育政策の歴史的展開とその特徴 : EFA概念を手がかりとして by 中岡 大記
ユネスコ教育政策の歴史的展開とその特徴
――EFA概念を手がかりとして――
中 岡 大 記
目次
はじめに
第 1章 EFA (1990)
第 1 節 EFAとはいかなる概念か？
第 2節 問題設定 ――ユネスコにとってのEFA
第 2章 Fundamental Education (1947-1958)
第 1 節 識字教育としてのFundamental Education
(1947-1950)
第 2 節 Fundamental Education の変質と終了 (1951-1958)
第 3 章 初等教育 (1951-1974)
第 1 節 初等教育への関心の高まり (1951-1965)
第 2 節 教育計画への埋没 (1962-1974)
第 4 章 成人教育 (1947-1974)
第 1 節 国際理解教育としての成人教育 (1947-1959)
第 2 節 識字教育としての成人教育 (1960-1974)
第 3 節 生涯教育としての成人教育 (1960-1974)
第 5 章 ムボウ期の教育政策 (1974-1987)






た」(小川他：2008, p. 16) と言うように、ユネスコについて言及される場
合には、往々にして、「基礎教育」ないし「初等教育」への傾倒が語られ
る場合が多い。おそらく、そういったイメージを形成してきた要因のひと
産大法学 51巻 3・4 号 (2018. 1)
123(639)
つとして、1990 年に基礎教育 (Basic Education) を中心とする「万人の
ための教育 (Education for All：以下 EFA)」が国際的コンセンサスを得
たことが挙げられるだろう。
1990 年 3 月 5 日から 9 日にかけてタイのジョムティエンにおいて、ユ
ネスコ、世界銀行、UNDP、ユニセフの共催で、万人のための教育世界会


















第 1章 EFA (1990)
第 1 節 EFAとはいかなる概念か？
EFA 世界宣言は、その前文で、教育は世界中の全ての人々の権利であ








は基礎的学習ニーズ (Basic Learning Needs) を満たすことであると言い
換えられている。基礎的学習ニーズは、識字、基礎的計算能力、問題解決
能力といった必要不可欠な学習ツールと、知識、技術、価値、態度といっ















求されている (同上：1990a, p. 56)。
しかし、このように「多様で、複雑で、変化的な性質」を持った基礎的
学習ニーズは以下の 4つの要素に照らし合わせて持続的に再定義されるも
















































(2) 2000 年までに初等教育 (あるいは各国が「基礎」と考えるレベル
までの教育) への普遍的なアクセスとその修了。

































































」と評している (小川他：2008, p. 5)。
後者に関して異論はないものの、Basic Education の概念の拡大化とい
う点については検討の余地がある。先ほど取り上げた基礎的学習ニーズを




















































( 2 ) Basic Education は基礎教育と訳す場合が多いが、次章で見る Funda-
mental education も基礎教育と訳される。以下で述べていくように、Fun-




( 3 ) ほかに、例えば (北村：2008, p. 8)。
( 4 ) ほかに、例えば (内海：2001, p. 58)。
( 5 ) 黒田は EFA合意に関して「基礎教育普及の重要性が再確認された結果と
もいえる…(中略)…『基礎教育の重視』という当然すぎる政策的優先課題を
前面に押し出すことに成功した」(黒田：2005, p. 4) と述べている。
( 6 ) ここで地域会議 (Regional Conference) とは、ユネスコが分類したアフ
リカ、中東、アジア、ラテンアメリカ・カリブ、という世界において地域ご
とに開催された会議を指す。
第 2章 Fundamental Education (1947-1958)
第 1 節 識字教育としての Fundamental Education (1947-1950)
ユネスコは設立当初には、ユネスコ教育局のみならずユネスコ全体で取
り組むべきプログラムのひとつとして Fundamental Education と呼ばれ

















f ．現地で働いている人々への提案と、Fundamental Education に関す
る活動で使用される教材の準備と配布の支援



















る」(同上：1947b, p. 6) からであり、Fundamental Education は「その大
部分が人々自身のムーブメントであり、民主的であり、本質的に基礎的














決定されている (同上：1947c, p. 4)。とはいえ、ここでも確認されている
ことは、やはり、Fundamental Education は識字教育に留まるものではな




チ・プロジェクトの作業計画 (working plan) では、次のことが列挙され
ている (同上：1948b, p. 4)。
a ) 無知と非識字との闘いとして、子供たちのための初等学校への通
学と男性と女性のための一般成人教育
b ) 補助言語の授業 (クレオールのフランス語)
c ) (WHOによって指名された専門家のもとでの) 健康教育とメディ
カル・サービス










は先述した “Fundamental Education : Common Ground for All” の内容か
らも明らかであり、初代事務局長となるジュリアン・ハクスレイの「まず
非識字への取り組み。これは高い優先順位 (high priority) を要求する
……なぜなら識字はさらに良い健康、より有効な農業、より生産的な産業















その後の経緯を見ていくと、1947 年 11 月 10 日から 12 月 3 日にかけて
行われた第 2回ユネスコ総会での Fundamental Education に関する決議





(同上：1948c, p. 17)。同様の決議文が第 3回および第 4回総会でも採択さ
れている (同上：1949a, p. 18、1949b, p. 16)。
第 2節 Fundamental Education の変質と終了 (1951-1958)





そして 1951 年の第 6 回ユネスコ総会では「無償義務通学」の項目が、
1952 年の第 7回ユネスコ総会では「学校教育の拡大」の項目が、それぞ
れ Fundamental Education とは別に新たに設けられた (同上：1951a, pp.
17-8、1953, pp. 17-8)。さらに、1954 年の第 8回ユネスコ総会
(11)
では、「就
学前教育と学校教育」と「学校外 (out of school) 教育」に区分され、
Fundamental Education および成人教育は、後者へとカテゴライズされた




は、1951 年にユネスコと国際教育局 (以下 IBE：International Bureau of
Education
(12)
) の共催で行われた第 14 回国際公教育会議 (International
Conference on Public Education) において、無償義務教育を導入しようと
する国家の要請に従ってユネスコが援助プログラムを形成する可能性を考
慮せよという勧告がユネスコに対してなされたということがあった
















る。実際、教育システムと Fundamental Education の関係については、
「すべての子供が学校に通うことができる十分に組織された初等教育は
Fundamental Education の帰結であり、これが達成されるまで、初等教育
の学齢の子供たちの教育的な福祉は Fundamental Education の範疇であ




やスキル以上の『より上位の教育 (further education)』」(同上) が含ま








設立を申し出、1950 年に「ラテンアメリカ Fundamenl Education地域セ
ンター (以下 CREFAL：Centro Regional de Educación Fundamental para
136 (652)
la América Latina)」が設立された (同上：1951c, pp. 1-2)。また 1953 年
には、エジプトからの申し出により、中東地域を管轄する「アラブ諸国
Fundamental Education センター (以下 ASFEC：Arab States Funda-











ている (同上，p. 4)。また、国連の行政調整委員会 (以下ACC：Admini-



























定と研修」を含む、とされる (UN Bureau of Social Affairs：1955, p. 6)。
実際、ユネスコ事務局においても概念としてのFundamental Education
をより明瞭にする必要性を認識しており、1956 年 7 月 18 日から 29 日に
かけて、ユネスコ事務局職員を含めた 34 名による Fundamental Edu-
cation専門家会議 (Conference of Fundamental education Experts) を開
催した。この専門家会議には、先のコミュニティ開発を定義した国連の社
会情勢局 (Bureau of Social Affairs) の局長 (Director) も参加している。
こうして、このコミュニティ開発と Fundamental Education の違いに留









との競合にさらされながらも、なんとか Fundamental Education という
名称のもとで、教育政策が執られてきたのだが、その曖昧さから混乱を招
くとして 1958 年 11 月 4 日から 12 月 5 日にかけて開催された第 10回ユネ
138 (654)
スコ総会で Fundamental Education という名称の使用を禁止する決議が
なされた (同上：1959a, p. 18)。これまで、多くの文献において、1947 年



















( 7 ) 第 1回ユネスコ総会でプログラムが採択されたものの、申請した予算の
20% が削減されたため、ユネスコはプログラムの変更を余儀なくされた。
そのため、4か月後の第 2回執行委員会まで本採決が延期された。第 1回執
行委員会は 11 月 26 日から 12 月 10 日、すなわち、総会の会期中に行われて
いたため、第 2回執行委員会が、総会直後の最初の執行委員会であった (笹
原：2006, p. 340)。







( 9 ) 植民地時代の旧ケニヤ、旧タンザニア、旧ウガンダ、ザンジバル (タンザ
ニア)。
(10) これは、ユネスコ内組織である成人教育諮問委員会の第 1 回会議で
「Fundamental Education と成人教育を可能な限り結び付ける」(UNESCO：
1950b, p. 9) との認識が示されたことの顕れであると思われる。この委員会
については、第 4章を参照されたい。
(11) ユネスコ総会では、第 1回から第 6回まで 1年を単位とする事業予算を組
んでいたが、第 7回から 2 か年の事業予算が採択されるようになったため、
それ以降、総会は隔年で行われるようになった。




機関として組み込まれた。概要は IBEの HP を参照されたい。
｢http : //www.ibe.unesco.org/en/who-we-are/history」
(13) この文書の冒頭には “This document was prepared by a workshop, set up
by the Administrative Committee on Coordination” とあるが、実際の作成機
関あるいは作成者は不明である。さしあたって、この冒頭の文章に従い、参
考文献にはACCとして記載する。
第 3章 初等教育 (1951-1974)






年にユネスコのプログラムから Fundamental Education という言葉は姿




1951 年 6 月 18 日から 7 月 11 日にかけて行われた第 6回ユネスコ総会
で無償義務教育に関する地域会議を東南アジアで行うこと、また同種の会
議を 1953 年に中東においても行うことが決議された (同上：1951a, p. 18)。
これに基づき、1952 年にインド (ボンベイ)で南アジア太平洋地域を対象
とした無償義務教育に関する地域会議が開催された。中東に関しては 1953
年ではなく 1954 年にエジプト (カイロ)で同テーマの会議が行われた。
さらに、1956 年にペルー (リマ) でラテンアメリカにおいても同種の
会議が開催された。その会議での議論を基にして、1956 年にニューデ
リーで開催された第 9回ユネスコ総会で、すべての子供が最低 6 年間の無
償義務教育を受けられることを目指す、「ラテンアメリカにおける初等教
育の拡充に関する特別プロジェクト (教員研修)(Major Project on the
Extension of Primary Education in Latin America (Teacher Training)：
以下、ラテンアメリカ・プロジェクト)」が 10 か年プロジェクトとして採
択された (同上：1957a, pp. 14-5)。教育分野全体の予算が 307 万 2753ド
ル (以下いずれも 2 か年) であったのだが、「学校前および学校教育」に
は 36 万 9550 ドルが、「Fundamental Education」には 76 万 8816 ドルが
割り当てられた (同上：1956c, pp. 5-6)。しかし、その 307 万 2753ドルと
は全く別枠で、ラテンアメリカ・プロジェクトには 60 万 1895ドルが割り
当てられている (同上：1956c, p. 7)。従って、「学校前および学校教育」
とラテンアメリカ・プロジェクトへの予算割り当てを合算すれば、
「Fundamental Education」の予算を上回ることになる。前回の第 8回ユ
ネスコ総会では、「学校前および学校教育」には 86 万 3608 ドルが、
「Fundamental Education」には 101 万 7493 ドルが割り当てられていた
(同上：1955b, pp. 11-2)。このことを考慮すれば、1956 年を境に学校教育
への予算が Fundamental Education を上回り、ユネスコ教育政策の重心
は徐々に初等教育へと傾いていったと言える。




国代表者会議 (Regional Meeting of Representatives of Asian Member
States on Primary and Compulsory Education)」を開催し、1980 年までに
最低 7 年間
(14)














1980 年の第 21回ユネスコ総会に至り、初等教育の復活は、1983 年の第
22回ユネスコ総会を待たなければならない。
ただし、その第 22回ユネスコ総会では事業予算において、初等教育と




それでは、1960 年代から 1983 年までの間、初等教育に関するプログラ
ムは全く行われてこなかったのか。次節では、まず 1974 年までの展開を
検討する。

































発展を念頭に置いた教育計画にも言及されている (同上：1960a, p. 3)。




決定された。その進捗と今後の方針を検討する場として 1962 年 4 月に、
「アジア地域ユネスコ加盟国文部大臣会議 (Meeting of Ministers of






おいてなされるとされた (同上：1962a, pp. 38-9)。さらには、このフォ
ローアップとしての会議が 1965 年 11 月 22 日から 29 日にかけてタイのバ
ンコクで行われたのだが、「アジア地域ユネスコ加盟国文部及び経済計画
担当大臣会議 (Conference of Ministers of Education and Ministers
responsible for Economic Planning of member States in Asia)」と、「計画」
という側面を打ち出した会議名称となっている。
ユネスコは無論、アジア以外でも地域会議を行っている。1961 年 5 月
15 日から 25 日にかけてアジスアベバ (エチオピア) で、「教育の発展に
関するアフリカ諸国会議 (Conference of African States on the develop-





える。勧告された目標は次のようになっている (同上：1961, pp. 18-9)。
1．長期計画 (1961-1980)
( a ) 初等教育は普遍的な無償義務教育であるものとする
( b ) 中等教育は初等教育を完了した子供たちの 30%に提供される
( c ) 高等教育は、アフリカの大部分において、中等教育を完了した
人々の 20%に提供される
144 (660)
( d ) アフリカの学校と大学の質の向上は継続的な目標である
2．短期計画 (1961-1966)
( a ) 初等教育に通い始める年齢の子供たちが年 5 %増加し、就学率
(enrollment) を現在の 40%から 51%へ増加させる
( b ) 中等教育に関しては、学齢期の子供たちを現在の 3 %から 9 %
へ増加させる
( c ) すべての教育の段階と成人教育プログラムにおいて教員研修に特
別の注意を払う
翌 1962 年 3 月 26 日から 30 日にかけては、そのフォローアップ会議であ
る「アジスアベバ・プランの実施に参画しているアフリカ教育大臣会議
(Meeting of Ministers of Education of African Countries participating in
the Implementation of the Addis Ababa Plan)」でも、「初等教育の学齢期
にある子供の 50%から 60%が就学している国では、中等教育の急速な拡
大にプライオリティを与える」(同上：1962b, p. 29) と勧告しており、中
等教育への関心が表れている。
アラブ地域においては、1960 年 2 月 9 日から 13 日にかけて、ベイルー
ト (レバノン) で「教育の発展のためのニーズに関するユネスコアラブ加
盟国文部大臣代表者会議 (Conference of Representatives of Ministries of







1960-61 1965-66 1970-71 1980-81
初等教育 40 51 71 100
中等教育 3 9 15 23
高等教育 0.2 0.2 0.4 2
筆者注：単位は (%)
画立案に必要な情報やリサーチなどについてアラブ諸国を援助することを
求めている (同上：1960b, pp. 3-5)。
さらに、ラテンアメリカ・プロジェクトが進行する中で、ラテンアメリ
カ地域については、1962 年 3 月 5 日から 19 日にかけてサンチアゴ (チ
リ) で「ラテンアメリカ経済社会開発会議 (Conference on Education and






カ教育大臣会議 (パリ、1962 年 3 月)、アジア教育大臣会議 (東京、1962
年 4 月)、ラテンアメリカの教育と経済社会開発に関する会議 (サンチア
ゴ、1962 年 3 月)、アラブ諸国の教育大臣代表者会議 (ベイルート、1960
年 2 月) のすべてにおいて、社会経済の発展を促進するための必要不可欠
な手段としての長期的な教育計画が強調された」ということを引き合いに
出しつつ、ユネスコによる加盟国の教育計画策定支援がプログラム化され
た (同上：1963, p. 13)。それと同時に、国際教育計画研究所 (Interna-






表 1 教育計画関連予算の推移 (人件費を除く
(18)
)
①教育計画関連の予算 ②教育部門通常予算総額 ①の②に占める割合 (%)
12nd (1962) 283,113ドル 9,905,702ドル 2.86
13th (1964) 1,000,000ドル 11,350,298ドル 8.81
14th (1966) 2,774,000ドル 14,094,984ドル 19.68
15th (1968) 3,392,265ドル 16,337,907ドル 20.76
16th (1970) 3,172,100ドル 19,309,258ドル 16.43
17th (1972) 3,086,790ドル 27,232,745ドル 11.33
18th (1974) 3,446,800ドル 36,877,700ドル 9.35
①の②に対する割合を示したものである。
この表からも明らかなように、教育計画が 1962 年にプログラム化され






















































第 4章 成人教育 (1947-1974)
























ユネスコは第 1回および第 2回ユネスコ総会で、1948 年に成人教育に
関する国際会議を開催することを決定している。第 2回の決定では「国際
理解を促進するために」と形容されており、成人教育が国際理解という目
的のもとに置かれていたことが分かる。結局、1948 年 11 月 17 日から 12
月 11 日にかけて行われた第 3回総会で、成人教育に関する国際会議の開
催が正式に決定され、それに基づき、1949 年 6 月 19 日から 25 日にかけ
て、デンマークのエルシノールで (第 1回) 国際成人教育会議 (Interna-


















告された (同上：1949c, pp. 32-3)。これに従ってユネスコは成人教育諮問
委員会 (Consultative Committee on Adult Education) を設立した。1949






れているが、それらの内容に関して労働者教育 (Workersʼ Education) が
注目されている。
例えば第 2回会議では、労働者の交換 (Workerʼs Exchange) に関して、
「ユネスコのプログラムは職業技術訓練を意図した交換を含むものではな
く、これは ILO の所管であり、ユネスコのプログラムは一般教育と国際




る (同上：1951e, p. 7)。その後も、第 7回会議では、セミナーにおける成
人教育の内容として、文化、芸術、自然科学、そして社会科学にも貢献で
きるよう関連付ける、といったことが議論されるなど、いわば高度な内容
が想定されていた (同上：1955c, pp. 7-8)。
一方で、第 1回会議から、「1951 年以降、Fundamental Education と成
150 (666)
人教育のプログラムを可能な限り結びつける」(同上：1950b, p. 9) という
認識もあった。結局、それほど、ここで言う成人教育が必要最低限の教育
を重視する Fundamental Education に近づくことはなかったのだが、そ
れでも、第 7回会議では、「『成人教育』は『より上位の教育 (further ed-
ucation)』のような用語によって捨て去られたり、置き換えられたりする
べきものではない」(同上：1955c, p. 9) とし、第 8回会議では、成人教育
























第 2節 識字教育としての成人教育 (1960-1974)











みに高まることとなる。以下では、1960 年代から 1974 年にムボウが事務
局長に就任するまでの期間における、識字教育を中心としたユネスコの成
人教育を論じる。
徐々に途上国のユネスコ加盟が増加する中で、1960 年 8 月 22 日から 31
日にかけてカナダのモントリオールで (第 2 回) 世界成人教育会議




教育 (civic and social education)」が、また、それとは別に「一般教育と










れ得るものとされる (同上：1960c, p. 14)。そこにおいて識字教育は、「最
も重要で、最も差し迫ったものではあると同時に、成人教育の全体的な問
題の一側面に過ぎない」とされ、しかし、ユネスコに対しては「国連やそ
の他の専門機関 (特に ILO) ……との協調において、その目的に適った
計画を作成し、世界中の無知を可能な限り早く根絶するための効果的な準
備を行うべきである」と勧告している (同上 p19)。












る。そして、1964 年の第 13回ユネスコ総会では、1966 年から 5年間とい
う期限で、「世界識字実験計画 (Experimental World Literacy Pro-






根絶に関する世界文部大臣会議 (World Congress of Ministers of Educa-
tion on the Eradication of Illiteracy)」を開催した。ここにおいて、機能的































表 2 識字教育関連予算の推移 (人件費を除く)
①識字教育関連の予算 ②教育部門通常予算総額 ①の②に占める割合 (%)
12nd (1962) 310,670ドル 9,905,702ドル 3.14
13th (1964) 165,000ドル 11,350,298ドル 1.45
14th (1966) 1,112,000ドル 14,094,984ドル 7.89
15th (1968) 1,187,095ドル 16,337,907ドル 7.27
16th (1970) 1,331,600ドル 19,309,258ドル 6.90
17th (1972) 1,814,665ドル 27,232,745ドル 6.67






















た (UNESCO：1960c, p. 14)。それに基づき、モントリオール会議直後
の第 11 回ユネスコ総会で、ユネスコの諮問機関として成人教育推進国
際委員会 (The International Committee for the Advancement of Adult
Education) の設立が決定され、総会終了後の翌日に行われた第 58回執行
委員会で、その業務内容 (statutes) が決定された。同委員会は、1961 年
に初めて招集され、63 年に第 2回、65 年に第 3回と、合計 3回、召集さ
れた。12 月 9 日から 17 日にかけて行われたその第 3回会議で、フランス
の教育思想家でユネスコの職員でもあったポール・ラングラン (Paul
Lengrand) がワーキング・ペーパーとして “LʼÉducation Permanente” を

































そして、“LʼÉducation Permanente” の提出から約 1 年後の 1966 年 10

















第 3章において、1970 年すなわち第 16回ユネスコ総会以降、教育計画の
予算配分が ――それでも十分高いのだが―― 低下していたことを指摘


































(22) “Resolutions adopted by the General Assembly at its 16th session”
｢http : //research.un.org/en/docs/ga/quick/regular/16」参照。
(23) (UNESCO：1974, p. 1) を参照。この文書によれば、このフレーズが最初





されるのは、ウィリアム・グレイ (William S. Gray) がユネスコからの依頼
で行った調査結果報告書 “The Teaching of Reading and Writing” で用いら
れた 1956 年だとされている。また、機能的識字という概念自体は、グレイ
の独創ではなく、1930 年代にニューディール政策の下に組織された民間国





(26) 1966 年から 5 年間のプロジェクトであったが、1971 年に開始したプロ








第 5章 ムボウ期の教育政策 (1974-1987)
第 1 節 ムボウ期の政策の方針とその帰結






か年の中期計画 (Medium-Term Strategy ないし Plan) の策定がある。
ユネスコの事業予算は通常、2 か年で組まれており、中期計画の導入に
よって、この事業予算は中期計画と整合する形で策定することが求められ










る (UNESCO：1977a, p. XV)。Jones は、このようなムボウの傾向から、
ムボウ期には中心的な焦点、キャッチコピー、結集点といったものがなく、
その結果としてプログラムにおいて識字教育も目立たないものとなったと
論じている (Jones：1988, p. 237)。それに加え、「世界の諸問題」として、
G77 によって提唱された新国際経済秩序 (New International Economic
Order：以下 NIEO) や、途上国から先進国への情報の流れを是正しよう
とする「新世界情報コミュニケーション秩序 (New World Information









点は、1984 年から 1989 年までの第 2 次中期計画
(29)
においてはじめて、








1976 年 1 月 27 日から 2 月 4 日にかけて、ナイジェリアのラゴスで、
「アフリカ加盟国文部大臣会議 (Conference of Ministers of Education of
AfricanMember States)」がユネスコ主催、アフリカ統一機構 (organiza-
160 (676)
tion of African Unity：OAU)、国連アフリカ経済委員会 (United Nations
Economic Commission for Africa) の協力を得て開催された。この会議は、
1961 年に行われたアジスアベバ会議、64 年のアビジャン会議、68 年のナ
イロビ会議に次ぐ、アフリカ地域会議の第 4回目の会議である。この会議
で、注目すべきは “Basic Education” という言葉が取り上げられた点であ
る。「Basic Education は、その言葉の最大限意味するところにおいて、生
涯教育の枠組みの中でフォーマル教育とノンフォーマル教育を結びつける





解決することに貢献するだろう」(同上 p. 44) と、後の EFA 概念を想起




さらには、アラブ地域においても、1977 年 11 月 7 日から 14 日にかけ
てアブダビ (UAE) で開催された「第 4回アラブ地域文部及び経済計画
担当大臣会議 (Fourth Conference of Ministers of Education and those
Responsible for Economic Planning in the Arab States)」において、「アラ
ブ諸国は、非識字の根絶と……教育の機会における不均衡の除去へ向けて、
“education for all” の原則の適用に特別な注意を払うことを欠かすことの




アジア地域では、1978 年 7 月 24 日から 8 月 1 日にかけて、コロンボ
(スリランカ) で第 4回目となる「アジア・オセアニア地域文部及び経済
計画担当大臣会議 (Regional Conference of Ministers of Education and
Those Responsible for Economic Planning in Asia and Oceania)」が開催さ
161(677)
ユネスコ教育政策の歴史的展開とその特徴
れ、1980 年代の教育政策の主要な問題 (Major Issues) として、普遍的な
教育、非識字、女子・女性からノマドや部族までいわゆるマイノリティ教
育、農村地域の教育などを挙げ、かなり EFAの内容に接近している (同
上：1978b, p. 51, pp. 54-7)。
ラテンアメリカ地域においては、1979 年 12 月 4 日から 13 日にかけて、
メキシコで第 5回目となる「文部大臣及び経済計画担当大臣ラテンアメリ
カ・カリブ加盟国地域会議 (Regional Conference of Ministers of Edu-
cation and Those Responsible for Economic Planning of Member States in
Latin America and the Caribbean)」が開催され、1980 年代の優先事項と
して、教育計画関連の領域が取り上げられる一方で、教育の質、極度の貧
困に陥っている地域の子供たちへの就学支援、識字への取り組みが挙げら











的コンセンサスが形成されていく中で、1982 年 11 月 23 日から 12 月 3 日
にかけて行われた第 4回ユネスコ特別総会において、“Second Medium-
Term Plan (1984-1989)” が採択され、そこで、ユネスコのプログラム名
称として初めて “Education for All” という言葉が用いられた。その 6 か
年計画に合わせる形で、1983 年 10 月 25 日から 11 月 26 日にかけて開催
された第 22回ユネスコ総会にて、Education for All というプログラム含








であれば 81 年 82 年の 2 カ年予算を、今回に限り、81 年から 83 年の 3 カ年
予算とした。そのため、83 年は、第 1 次中期計画にも第 2 次中期計画にも
含まれないこととなった。

































































































A：第 12回総会 (1962 年開催)
出所：(UNESCO：1962c)































B：第 13回総会 (1964 年開催)
出所：(UNESCO：1964)
＊ラテンアメリカ・プロジェクトの予算は 1,572,454、教育部門通常予算は 9,807,844 計上され
ており、合算すると 11,380,298 となる。ただし、国際組織との協力は (UNESCO：1964) で
は 219,000 となっているが、小項目を合算すると 189,000 となるため、219,000 は誤植である

































C：第 14回総会 (1966 年開催)
出所：(UNESCO：1966)


















































(for the Advancement of Education)
1,875,820 9.71










人件費 (for Out-of-School Education) 1,421,295 7.36























教育政策と教育計画 2,324,755 (1,243,480) 8.54 (4.57)
IIEP 1,308,200 (772,620) 4.80 (2.84)
資金調達 1,185,945 (287,435) 4.35 (1.06)
教育の機会均等 1,854,430 (1,283,005) 6.81 (4.71)
人件費 (ディレクター) 97,055 0.36
B：教育のカリキュラム、構造、手法
手法、教材、技術 1,679,142 (793,835) 6.17 (2.92)
カリキュラムと構造 2,126,150 (1,095,430) 7.81 (4.02)
大学前科学技術教育 1,362,222 (681,695) 5.00 (2.50)
成人教育 982,494 (466,366) 3.61 (1.71)
識字 3,048,785 (1,234,120) 11.20 (4.53)
農村の発展のための教育 970,625 (509,190) 3.56 (1.87)
人件費 (ディレクター) 98,360 0.36
C：高等教育と教育スタッフの研修
教育人材研修 1,845,420 (1,397,430) 6.78 (5.13)
高等教育 1,076,366 (418,552) 3.95 (1.54)
海外研修 1,282,452 (1,147,275) 4.71 (4.21)
人件費 (ディレクター) 95,430 0.35
教育に関する非政府組織との協力 179,780 (53,630) 0.66 (0.20)
ユース 721,240 (276,330) 2.65 (1.01)
教育のための地域オフィス 3,237,265 (185,515) 11.89 (0.68)
事務局長補佐のオフィス 1,756,629 6.45
②教育部門通常予算総額 27,232,745 100.00
F：第 17回総会 (1972 年開催)
出所：(UNESCO：1973)
＊カッコ内は人件費。「人件費 (ディレクター)」は、A、B、Cの各セクションを統括するPrincipal






教育政策と教育計画 2,843,800 (1,738,000) 7.71 (4.71)
IIEP 1,756,400 (1,256,000) 4.76 (3.41)
資金調達 1,477,700 (472,800) 4.01 (1.28)
教育の機会均等 2,722,900 (1,887,200) 7.38 (5.12)
人件費 (ディレクター) 124,300 0.34
B：教育のカリキュラム、構造、手法
手法、教材、技術 2,082,900 (951,100) 5.65 (2.58)
構造と生涯教育の内容 3,285,500 (1,716,200) 8.91 (4.65)
大学前科学技術教育 1,515,200 (732,000) 4.12 (1.98)
農村の発展のための教育 1,233,600 (752,900) 3.35 (2.04)
識字 3,502,800 (1,677,000) 9.50 (4.55)
特別プログラム 1,153,100 (622,800) 3.13 (1.69)
人件費 (ディレクター) 149,100 0.40
C：高等教育と教育スタッフの研修
教育人材研修 3,145,200 (2,613,600) 8.53 (7.09)
高等教育 1,501,700 (869,700) 4.07 (2.36)
海外研修 2,176,000 (1,728,400) 5.90 (4.69)
人件費 (ディレクター) 124,600 0.34
教育に関する非政府組織との協力 167,900 0.46
ユース 932,400 (423,600) 2.53 (1.15)
教育のための地域オフィス 4,725,100 (4,257,400) 12.81 (11.54)
事務局長補佐のオフィス 2,257,500 6.12
②教育部門通常予算総額 36,877,700 100.00
G：第 18回総会 (1974 年開催)
出所：(UNESCO：1975)
＊カッコ内は人件費。「人件費 (ディレクター)」は、A、B、C の各セクションを統括する








3,203,100 (1,741,900) 7.47 (4.06)
IIEP 2,300,000 (1,645,800) 5.37 (3.84)
資金調達 1,526,100 (292,300) 3.56 (0.68)





6,277,600 (2,808,800) 14.65 (6.55)




2,802,100 (1,613,100) 6.54 (3.76)





4,426,000 (4,108,700) 10.33 (9.59)
教育のための地域センター 6,474,700 (6,301,700) 15.11 (14.70)
事務局長補佐のオフィス 3,008,400 (2,870,300) 7.02 (6.70)
②教育部門通常予算総額 42,860,000 100.00









人権の尊重 233,100 (85,500) 0.42 (0.15)
文化的アイデンティティに対する理解
と尊重
295,500 (127,100) 0.53 (0.23)
女性の地位と開発への女性の参加 1,254,700 (618,000) 2.24 (1.10)
難民援助と民族解放運動 2,241,700 (1,652,200) 4.00 (2.95)
人権、平和、国際理解に関する教育と情報 1,121,700 (634,600) 2.00 (1.13)
科学技術研究と研修 1,597,900 (1,264,000) 2.85 (2.23)
一般科学技術教育 3,218,200 (1,920,800) 5.74 (3.43)
教育政策 12,904,800 (7,269,000) 23.02 (12.96)
教育行政 3,280,200 (1,778,600) 5.85 (3.17)
教育構造 1,842,000 (1,787,900) 3.29 (3.19)
教育の内容、方法、技術 8,531,300 (5,397,000) 15.22 (9.63)
教育に関する人材の研修 2,937,000 (2,309,700) 5.24 (4.12)
成人教育 2,235,400 (1,156,500) 3.99 (2.06)
社会における高等教育の役割 2,977,100 (1,901,800) 5.31 (3.39)
非識字との闘い 6,286,500 (2,657,300) 11.21 (4.74)
統合された農村開発 2,586,300 (1,799,200) 4.61 (3.21)
社会不調和の問題 207,000 (149,000) 0.37 (0.27)
環境に関する教育と情報 624,600 (439,250) 1.11 (0.78)
人口 247,400 (219,500) 0.44 (0.39)
情報システムとサービス 1,447,600 (1,280,100) 2.58 (2.28)
②教育部門通常予算総額 56,070,000 100.00








人権の尊重 441,000 (275,500) 0.42 (0.26)
文化的アイデンティティに対する理解
と尊重
539,200 (231,500) 0.51 (0.22)
難民援助と民族解放運動 4,149,100 (3,144,900) 3.92 (2.97)
人権、平和、国際理解に関する教育と情報 2,068,400 (1,178,700) 1.96 (1.11)
科学技術教育 6,546,500 (3,843,100) 6.19 (3.63)
教育政策と計画策定 23,315,700 (13,046,500) 22.05 (12.34)
教育行政 5,991,000 (3,733,900) 5.67(3.53)
教育構造 3,518,000 (2,256,000) 3.33 (2.13)
教育の内容、方法、技術 15,951,500 (10,195,100) 15.08 (9.64)
教育に関する人材の研修 5,378,200 (4,106,800) 5.09 (3.88)
成人教育 4,108,000 (2,413,300) 3.88 (2.28)
社会における高等教育の役割 5,702,000 (3,452,200) 5.39 (3.26)
技術教育、職業教育の促進 3,493,600 (2,684,700) 3.30 (2.54)
非識字との闘い 12,853,500 (6,030,700) 12.15 (5.70)
統合された農村開発 4,783,200 (3,213,000) 4.52 (3.04)
女性の地位と開発への女性の参加 2,672,000 (1,317,900) 2.53 (1.25)
環境に関する教育と情報 1,152,600 (805,900) 1.09 (0.76)
人口 454,600 (399,500) 0.43 (0.38)
情報システムとサービス 2,633,700 (2,274,900) 2.49 (2.15)
②教育部門通常予算総額 105,751,800 100.00
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